
 

  

河川改修事業の再評価項目調書 
事 業 名 (箇所名) 江の川直轄河川改修事業 

実  施  箇  所 
江の川水系直轄管理区間 島根県（江津市、川本町、邑南町、美郷町） 

広島県（三次市、安芸高田市） 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（3年）が経過している事業 

事  業  諸  元 
一般改修（堤防整備）、水防災対策（輪中堤整備、宅地嵩上げ） 

管理延長 江の川L=151.6km、馬洗川L=5.8km、西城川L=1.3km、神野瀬川L=5.5km 

事  業  期  間 
全体の事業（整備期間50年）：平成24年度～平成73年度 

当面７年間の事業 （整備期間 7年）：平成24年度～平成30年度 

総 事 業 費 (億円) 
（整備期間 50年） 

（整備期間  7年） 

672 

167 
残 事 業 費 (億円)

（整備期間50年）

（整備期間 7年）

672 

167 

目 的 ・ 必 要 性 

江の川流域は唯一陰陽を隔てる中国山地を貫流し、広島・島根の２県をまたぐ中国地方

最大の河川であり、別名「中国太郎」と呼ばれている。 

下流部には島根県の石央地域の中心都市である江津市、上流部には広島県の備北地域の

中心都市である三次市が位置しており、既往最大の昭和47年7月洪水、昭和58年7月洪水、

平成18年7月洪水、平成18年9月洪水等により、過去、幾多の甚大な被害が発生している。

江津市や三次市の都市機能の中枢性や人口・資産の集積状況を考慮した場合、堤防決壊

による被害は深刻なものになることが予想される。このため、治水・利水・環境のバラン

スを考慮した江の川の計画的な治水対策を実施していく必要がある。 
（洪水実績） 

・昭和47年 7月洪水：家屋浸水戸数14,063戸、浸水面積10,278ha 

・昭和58年 7月洪水：家屋浸水戸数 3,517戸、浸水面積 3,408ha 

・平成18年 7月洪水：家屋浸水戸数   153戸、浸水面積    88ha 

・平成18年 9月洪水：家屋浸水戸数   253戸、浸水面積   260ha 

（災害発生時の影響：浸水想定区域内） 

  ○人  口：54,000 人  

  ○世 帯 数：20,710 世帯 

  ○重要な公共施設等：江津市役所、江津市桜江庁舎、川本町役場、 

美郷町役場大和事務所、島根県川本合同庁舎、 

江津邑智消防組合消防本部、川本消防署、三次市役所、 

安芸高田市役所、三次警察署、安芸高田警察署、 

備北地区消防組合本部、安芸高田市消防本部、 

ＪＲ山陰本線、ＪＲ三江線、ＪＲ芸備線 

            国道9号、261号線、54号、183号、184号、375号、 

江津バイパス、中国縦貫自動車道 

○災害弱者関連施設：江津総合病院、島根県済生会高砂病院、江津市福祉事務所、 

三次市福祉事務所、安芸高田市福祉事務所、 

三次地区医療センター、吉田総合病院 

便 益 の 主 な 根 拠 

・全体の事業 

年平均浸水軽減世帯数 206 世帯 

年平均浸水軽減面積   93ha 

・当面７年間の事業 

年平均浸水軽減世帯数 22 世帯 

年平均浸水軽減面積   18ha 

事業全体の投資効率

性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

全体の事業 総便益 946 総費用 344 2.8 601 11% H23 

 

当面７年間の事業 総便益 332 総費用 150 2.2 182 11% H23 
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事 業 の 効 果 等 

1/30確率の降雨を対象にした場合、事業を実施した箇所の浸水被害を軽減する。 

浸水世帯数 2,453世帯 ⇒ 1,202世帯 

浸水面積    1,364ha ⇒   846ha 

被 害 額   1,832億円 ⇒ 1,166億円 

社会情勢等の変化 

＜地域状況＞ 

・流域内人口・世帯ともに減少傾向であるが、高齢化率が上昇しており災害弱者の割合が

高くなっている。また、山間狭隘部の河岸段丘に小集落が点在しており、洪水時には水

位が急上昇、集落の孤立化が懸念される。 

・近年（平成18年7月洪水、平成18年9月洪水）においても洪水被害を受けており、治水事

業の要望が強い。 

＜事業に関わる地域の人口、資産等の変化＞ 

【主要自治体（島根県江津市）指標】 

○人 口  ：0.95倍（27,774人/29,377人）       〈H17数値/H12数値〉 

 内高齢者率：1.12倍（31.2％/27.8％）         〈    〃   〉 

○世 帯 数 ：0.98倍（10,769世帯/11,006世帯）     〈    〃   〉 

○事 業 所 ：0.87倍（1,414事業所/1,618事業所）    〈H18数値/H13数値〉 

○従 業 者 ：0.90倍（9,706人/10,764人）       〈    〃   〉 

【主要自治体（広島県三次市）指標】 

○人 口  ：0.96倍（59,314人/61,635人）       〈H17数値/H12数値〉 

 内高齢者率：1.06倍（29.9％/28.3％）         〈    〃   〉 

○世 帯 数 ：1.00倍（21,910世帯/21,847世帯）     〈    〃   〉 

○事 業 所 ：0.92倍（3,457事業所/3,750事業所）    〈H18数値/H13数値〉 

○従 業 者 ：0.99倍（28,711人/28,968人）      〈    〃   〉 

事業の進捗状況 
・川平箇所、大貫箇所、川越箇所、都賀西箇所、旭箇所は現在事業中であり、早期完成へ

の要望は強い。 

事業の進捗の見込み 

・本事業は地域住民からも要望があることから、円滑な事業進捗が見込まれる。 

・川平箇所、大貫箇所、川越箇所、都賀西箇所、旭箇所については着手しており、順調に

進捗している。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

【コスト縮減や代替案立案等の可能性】 

・他工事の発生土を有効利用し、築堤盛土の材料費のコスト縮減に努める。 

・山間狭隘部の家屋が点在する小集落等では、土地利用形態等を考慮し関係機関と調整を

図りつつ、宅地嵩上げや輪中堤等の治水対策を検討 

対 応 方 針(原案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・江の川流域の治水安全度向上のため事業継続が妥当 

・昭和47年7月（既往最大）の洪水から守るためには、早期の完成が必要。 

・今後の詳細な設計段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも配慮し

て事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

そ の 他 － 
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国土交通省 中国地方整備局

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ６ 日
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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今回事業再評価説明の進め方

① 江の川流域の概要、特徴、過去の洪水被害

② 現状と課題（これまでの主な治水対策と今後の課題）

⑦ 今後の対応方針（原案）

⑥ 江の川直轄河川改修事業（当面７年間）【 H24 ～ H30 】

・便益の算出方法、費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出、事業効果

江の川直轄河川改修事業

④ 事業の費用対効果分析

③ 整備目標・整備期間・実施内容

⑤ 江の川直轄河川改修事業（全体事業）【 H24 ～ H73 】

・便益の算出方法、費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出、事業効果
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洪水時の河川水位

洪水時の河川水位

▽HWL

平水位
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江の川狭窄部

中流部の高い堤防
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JRJR芸備線芸備線

JRJR三江線三江線

国道国道5454号号

国道国道375375号号

国道国道183183号号

JRJR三次駅三次駅

三次市防災三次市防災

ステーションステーション

三次地区三次地区

医療センター医療センター

三次市役所三次市役所

備北地区消防備北地区消防
組合本部組合本部

BB‘‘

BB

江の川の特徴

■江津市街地や三次市街地の大部分は、地盤高が江の川の洪水時の河川水位より低く、人口・資産等が集中しているため、氾濫時には甚大な被害が発
生。三川合流点下流から続く中流部の山間狭隘部は、氾濫源が高い堤防で囲まれるとともに、洪水時には水位が急上昇

■国管理は、上流三次市、下流江津市からはじまり、昭和47年7月洪水を契機に中流部を延伸、S53に県境区間を編入し、河口から土師ダムまでの一連
がつながり一元管理となる

●

●
●

●●

●

●
●

●●
JRJR山陰本線

山陰本線

国道国道99号号

（江津
（江津BPBP））

国道国道99号号

江津邑智消防江津邑智消防
組合消防本部組合消防本部

JRJR江津駅江津駅

江津市役所江津市役所

江津総合病院江津総合病院

島根県済生会島根県済生会

高砂病院高砂病院

国
道

国
道

261
261号号江

の川
江

の川

ＡＡ

ＡＡ‘‘

重要な公共施設等

・行政機関
江津市役所、桜江庁舎、川本町役場、美郷町役場大和事務所
島根県川本合同庁舎、江津邑智消防組合消防本部、川本消防署
三次市役所、安芸高田市役所、三次警察署、安芸高田警察署
備北地区消防組合本部、安芸高田市消防本部

A－A’断面

・医療・福祉施設

江津総合病院、島根県済生会高砂病院、三次地区医療センター

吉田総合病院

・交通網
ＪＲ山陰本線、ＪＲ三江線、ＪＲ芸備線
国道9号、261号、 54号、183号、184号、375号、江津バイパス
中国縦貫自動車道
江津港

B－B’断面

国管理区間の変遷

179K

浜原ダム

土師ダム

136K
5K8

馬洗川

西城川

神野瀬川

5k5

江の川取水堰
灰塚ダム

上下川

1k31k1

16K6

31K4 39K2

55K8

76K5

浜田河川国道事務所管内

三次河川国道事務所管内

113K5

日本海

凡例
S41国管理区間編入

S49国管理区間編入

S52国管理区間編入

三次河川国道管内

凡例

S44国管理区間編入

S46国管理区間編入

S48国管理区間編入

S49国管理区間編入

S52国管理区間編入

S53国管理区間編入

浜田河川国道管内

江津市街地

三次市街地
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過去の洪水被害

島根県

広島県

日本海

堤防決壊

HWL

昭和４７年７月洪水 三次市十日市地区

平成１８年９月洪水 安芸高田市国司地区

【主な洪水被害】

【家屋被害の出典】
S47.7：昭和47年7月

豪雨災害誌
その他：水害統計

■戦後最大の昭和47年7月洪水では、14,000戸を超える家屋浸水被害が発生。三次市街地では堤防の決壊により甚大な被害が発生

■近年においても平成18年7月、9月、平成22年7月洪水により、家屋浸水被害が頻発

昭和５８年７月洪水 江津市桜江町

江　津 尾関山 江　津 尾関山 合　　計 床上浸水 床下浸水
昭和47年7月 362 346 10,200 6,900 3,960 14,063 6,202 7,861
昭和58年7月 202 158 7,500 4,600 206 3,517 1,115 2,402
平成11年6月 144 134 6,300 5,300 － 288 35 253
平成18年7月 177 149 6,800 3,400 － 153 8 145
平成18年9月 104 132 3,200 2,400 － 253 77 176
平成22年7月 168 178 5,400 3,800 － 57 21 36

2日間雨量
（mm）

最大流量
（m3/s）

浸水家屋数
（棟）洪水名

全壊・半壊
流失家屋数

（棟）

平成２２年７月洪水 三次市旭地区
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浜
田

管
内

三
次管
内

浜
田

管
内

三
次

管
内

現状と課題①（これまでの主な治水対策と今後の課題）

浜田管内浜田管内 ：整備済みの地区
：暫定堤の区間
：未整備の地区

■浜田管内では、昭和44年の国管理開始以降、江津市街地の築堤を実施。昭和47年7月洪水を契機として家屋の浸水被害防止対策を目的
に「宅地嵩上げ」や「輪中堤整備」による水防災対策特定河川事業等を重点的に実施

■山間狭隘部の河岸段丘に小集落が点在し、計画高水位より低い平地に家屋が点在。昭和47年7月、昭和58年7月洪水による浸水被害が発
生した箇所においても、多くの未対策箇所が存在

水防災対策
（邑智郡美郷町吾郷地区）

事業実施前

事業実施後

尾原地区

■江の川の山間狭隘部
に点在する小集落の
治水対策として、土
地利用形態を考慮し、
地域住民の合意形成
をもとに「宅地嵩上
げ」や「輪中堤整備」
による家屋浸水対策
として、水防災対策
特定河川事業を推進

水防災対策
（邑智郡美郷町市井原地区）

事業実施前

事業実施後 事業実施後

事業実施前
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■三次管内では、昭和41年の国管理開始以降、昭和47年7月洪水を契機として、三次市街地を中心に築堤、引堤、河道掘削、内水対策等
を実施。また、抜本的な治水対策として、土師ダム（S49完成）、灰塚ダム(H18完成）を建設

■土師ダム、灰塚ダムの建設等により、一定の治水効果が発揮されているものの、近年では江の川本川上流部や支川神野瀬川等の無堤地
区において家屋の浸水被害が頻発

現状と課題②（これまでの主な治水対策と今後の課題）

三次管内三次管内

：整備済みの地区
：暫定堤の区間
：未整備の地区

平成18年度完成

灰塚ダム
（三次市三良坂町）

古市地区
内堀地区

毘沙門橋

167ｋ000
167ｋ000

吉田水位観測所

築堤・河道拡幅
柿原地区

堤防整備・河道拡幅
（安芸高田市古市・柿原地区）

事業実施前

事業実施後

河道拡幅

内水対策：排水機場整備
（三次市十日市町）

土師ダム
（安芸高田市八千代町） 昭和49年度完成

河川防災ステーション整備
（三次市十日市町）

馬洗川

河川防災ステーション河川防災ステーション
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事業の整備目標・整備期間・実施内容①

浜
田

管
内

三
次管
内

浜
田

管
内

三
次

管
内

■整備目標

戦後最大の流量を記録した昭和47年7月洪水が再び発生した場
合でも、家屋の浸水被害を防止又は軽減

■整備期間

整備目標を達成するために必要な期間として概ね50年間を整備
期間として設定

■実施内容

整備期間内に目標を達成するために必要な事業箇所を選定

堤防整備堤防整備

川越地区 左岸26k付近

江の川

堤防整備堤防整備

大貫地区

大貫地区 右岸24k付近

川越地区

江の川

25.6k

24.0k

左岸 右岸 左岸 右岸

：当面7年間の実施予定箇所
：その後実施を予定している箇所

江の川

水防災水防災

川平地区

9.0k

川平地区 左岸9k付近

左岸 右岸

堤防整備堤防整備

江の川

都賀西地区

74.4k

都賀西地区 左岸74k付近

左岸 右岸

浜田管内浜田管内

堤防整備

堤防整備
堤防整備

宅地嵩上げ

※その後の実施を予定している地区の
主な実施内容は堤防整備等を予定
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旭地区 左岸145k付近

堤防整備

堤防整備堤防整備

江の川

門田地区

門田地区 右岸125k付近

：当面7年間の実施予定箇所
：その後実施を予定している地区

125.0k

事業の整備目標・整備期間・実施内容②

堤防整備堤防整備

江の川

左岸 右岸 左岸
右岸

旭地区

三次管内三次管内

堤防整備

※その後の実施を予定している地区の
主な実施内容は堤防整備等を予定

1
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事業の費用対効果分析

費用便益比（B/C）算出の流れ

確率降雨規模毎の

はん濫シミュレーション

（事業実施前後）

確率降雨規模毎の

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額の算出

残存価値の設定

総便益【B】の算出

総費用【C】

総事業費の算出

維持管理費の設定

総費用【C】の算出

費用便益費【B/C】の算出

総便益【B】
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1/2 0.50000 0 0 0 －－ －－ －－ 0

1/5 0.20000 178 2 176 88 0.300 26 26

1/10 0.10000 2,929 17 2,912 1,544 0.100 154 180

1/30 0.03333 15,237 3,880 11,357 7,135 0.067 478 658

1/50 0.02000 22,248 10,697 11,551 11,454 0.013 149 807

1/80 0.01250 29,569 26,145 3,424 7,488 0.008 60 867

確率規模 超過確率

被　　害　　額

区間平均
被害額

④

年平均被害額
の累計

=年平均被害
軽減期待額

事業を実
施しない

場合
①

事業を実
施した
場合
②

被害
軽減額

(①－②)
③

区間確率
⑤

年平均
被害額
④×⑤

1/2 0.50000 0 0 0 －－ －－ －－ 0

1/5 0.20000 5,759 8 5,751 2,876 0.300 863 863

1/10 0.10000 46,294 614 45,680 25,716 0.100 2,572 3,435

1/30 0.03333 167,935 112,733 55,202 50,441 0.067 3,380 6,815

1/50 0.02000 259,537 229,339 30,198 42,700 0.013 555 7,370

1/80 0.01250 382,082 361,314 20,768 25,483 0.008 204 7,574

1/100 0.01000 407,718 390,062 17,656 19,212 0.003 58 7,632

年平均被害額
の累計

=年平均被害
軽減期待額

事業を実
施しない

場合
①

事業を実
施した
場合
②

被害
軽減額

(①－②)
③

区間確率
⑤

年平均
被害額
④×⑤

確率規模 超過確率

被　　害　　額

区間平均
被害額

④
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400
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事業を実施
しない場合①

事業を実施した
場合②

軽減額
③=①-②
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事業を実施した
場合②

軽減額
③=①-②
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全体事業の費用対効果分析

■計画規模1/100年確率を最大として７ケース検討（1/2年、1/5年、1/10年、1/30年、1/50年、1/80年、1/100年）

■年平均被害軽減期待額 約８５億円

①便益の算出方法

（単位：百万円）

年平均被害
軽減期待額

発生頻度多い

発生頻度少ない

被害小さい

被害大きい

（単位：百万円）

発生頻度多い

発生頻度少ない

被害小さい

被害大きい

年平均被害の合計 7,632+867=8,499
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項　目 全体事業

便益(B1) 942億円   

残存価値(B2) 4億円   

総便益(B=B1+B2) 946億円   

建設費(C1) 325億円   

維持管理費(C2) 20億円   

総費用(C=C1+C2) 344億円   

便益費(B/C) 2.8
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全体事業の費用対効果分析

■便益の整理

・①で算出した評価期間中に発現する便益を、社会的割引率(４％)で割り引いた上で集計

・評価期間後に生じる残存価値を算定

■費用の整理

・既投資額についてはデフレータ及び社会的割引率（４％）で割り増しによって現在価値化し、

今後見込まれる事業費、維持管理費については社会的割引率（４％）によって割り引いた上で集計

②費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出

維持管理費

維持管理費拡大図

事業期間
(H24～H73）

事業完了後評価期間(50年間）（百万円）

河川事業費
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浸水世帯数 2,453世帯

浸水面積 1,364ha

被害額 1,832億円

浸水世帯数 1,202世帯

浸水面積 846ha

被害額 1,166億円

全体事業の費用対効果分析

（例）1/30確率の降雨を対象にした被害の軽減状況（左右岸ブロック）
■ 1/30確率の降雨を対象にした場合、事業を実施した箇所の浸水被害が軽減

注意：1/30確率の場合の被害想定

事業実施前

注意：1/30確率の場合の被害想定

事業実施後

注意：1/30確率の場合の被害想定 注意：1/30確率の場合の被害想定注意：1/30確率の場合の被害想定 注意：1/30確率の場合の被害想定

基準地点：尾関山

基準地点：江津

旭 船所 米丸

川平

都賀西

旭
船所

米丸

田津

門田

基準地点：尾関山

基準地点：江津 都賀西

川平

旭 船所 米丸

旭
船所

米丸

田津

門田
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1/2 0.50000 0 0 0 －－ －－ －－ 0

1/5 0.20000 178 164 14 7 0.300 2 2

1/10 0.10000 2,929 2,232 697 356 0.100 36 38

1/30 0.03333 15,237 13,383 1,854 1,276 0.067 85 123

1/50 0.02000 22,248 20,175 2,073 1,964 0.013 26 149

1/80 0.01250 29,569 28,334 1,235 1,654 0.008 13 162

年平均被害額
の累計

=年平均被害
軽減期待額

事業を実
施しない

場合
①

事業を実
施した
場合
②

被害
軽減額

(①－②)
③

区間確率
⑤

年平均
被害額
④×⑤

確率規模 超過確率

被　　害　　額

区間平均
被害額

④

1/2 0.50000 0 0 0 －－ －－ －－ 0

1/5 0.20000 5,759 4,941 818 409 0.300 123 123

1/10 0.10000 46,294 36,751 9,543 5,181 0.100 518 641

1/30 0.03333 167,935 158,822 9,113 9,328 0.067 625 1,266

1/50 0.02000 259,537 249,320 10,217 9,665 0.013 126 1,392

1/80 0.01250 382,082 368,536 13,546 11,882 0.008 95 1,487

1/100 0.01000 407,718 393,969 13,749 13,648 0.003 41 1,528

確率規模 超過確率

被　　害　　額

区間平均
被害額

④

年平均被害額
の累計

=年平均被害
軽減期待額

事業を実
施しない

場合
①

事業を実
施した
場合
②

被害
軽減額

(①－②)
③

区間確率
⑤

年平均
被害額
④×⑤
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当面７年間の事業の費用対効果分析

■計画規模1/100年確率を最大として７ケース検討（1/2年、1/5年、1/10年、1/30年、1/50年、1/80年、1/100年）

■年平均被害軽減期待額 約１７億円

①便益の算出方法

（単位：百万円）

年平均被害
軽減期待額

発生頻度多い

発生頻度少ない

被害小さい

被害大きい

（単位：百万円）

発生頻度多い

発生頻度少ない

被害小さい

被害大きい

年平均被害の合計 1,528+162=1,690
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項　目 全体事業

便益(B1) 326億円   

残存価値(B2) 6億円   

総便益(B=B1+B2) 332億円   

建設費(C1) 143億円   

維持管理費(C2) 7億円   

総費用(C=C1+C2) 150億円   

便益費(B/C) 2.2
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当面７年間の事業の費用対効果分析

■便益の整理

・①で算出した評価期間中に発現する便益を、社会的割引率(４％)で割り引いた上で集計

・評価期間後に生じる残存価値を算定

■費用の整理

・既投資額についてはデフレータ及び社会的割引率（４％）で割り増しによって現在価値化し、

今後見込まれる事業費、維持管理費については社会的割引率（４％）によって割り引いた上で集計

②費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出

維持管理費

維持管理費拡大図

河川事業費

事業期間
(H24～H30） 事業完了後評価期間(50年間）

（百万円）
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浸水世帯数 2,334世帯

浸水面積 1,297ha

被害額 1,722億円

当面７年間の事業の費用対効果分析

（例）1/30確率の降雨を対象にした被害の軽減状況（左右岸ブロック）

浸水世帯数 2,453世帯

浸水面積 1,364ha

被害額 1,832億円

注意：1/30確率の場合の被害想定

■ 1/30確率の降雨を対象にした場合、事業を実施した箇所の浸水被害が軽減

事業実施前

注意：1/30確率の場合の被害想定

事業実施後

基準地点：江津

基準地点：尾関山

川平

都賀西

門田 旭 船所

基準地点：江津

基準地点：尾関山

川平

都賀西

門田 旭 船所

1
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今後の対応方針（原案）

【今後の対応方針（原案）】

①事業の必要性等の視点

②事業の進捗の見込み

③コスト縮減や代替案立案等の可能性

1)事業を巡る社会経済情勢等の変化

2)事業の投資効果

3)事業の進捗状況

○江の川流域において、昭和47年、昭和58年、平成11年、平成18年、平成22年に洪水被害を受けており、改修の要望が強い

○当面７年間で実施を予定している事業の費用対効果（Ｂ／Ｃ）＝2.2（平成23年度時点）

○全体の事業が完了するまでの費用対効果（Ｂ／Ｃ）＝2.8（平成23年度時点）

○川平箇所、大貫箇所、川越箇所、都賀西箇所、旭箇所は現在事業中であり、早期完成への要望は強い。

○本事業は地域住民からも要望があることから、円滑な事業進捗が見込まれる。

○川平箇所、大貫箇所、川越箇所、都賀西箇所、旭箇所については着手しており、順調に進捗している。

上記より、江の川流域の治水安全度向上のため事業継続が妥当
○昭和47年（戦後最大）の洪水から守るためには、早期の完成が必要。
○今後の詳細な設計段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも配慮して事業を進め、より一層の事業効果

の発現に努める。

１．再評価の視点

２．県への意見照会結果
○広島県：対応方針（原案）案については異存ありません。
○島根県：継続するとの対応方針（原案）については異存ありません。

○他工事の発生土を有効利用し、 築堤盛土の材料費のコスト縮減に努める。
○山間狭窄部の家屋が点在する小集落等では、土地利用形態等を考慮し関係機関と調整を図りつつ、宅地嵩上げや

輪中堤等の治水対策を検討

1
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参考：江の川直轄河川改修事業の費用対効果分析（感度分析）

残事業費、残工期、資産を個別に±10％変動させて、費用対便益費（B/C）を算定し、感度分析を行った。

■当面７年間の事業、全体事業とも、事業費、工期、資産を±10％変動させたとしても費用対便益費は1.00

を超える。

江の川直轄河川改修事業の費用対便益比（Ｂ／Ｃ）

基本
残事業費 残工期 資産

+10% -10% +10% -10% +10% -10%

全体事業 2.8 2.51 3.03 2.88 2.85 3.15 2.59

当面７年間 2.2 2.02 2.44 2.16 2.15 2.35 1.95

2
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江の川直轄河川改修事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕
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09-R4

09-R5
09-R2

09-L1
10-L1

09-R3

10-R1

10-L2

10-L3

10-R2

10-R3

11-R1 11-R3

11-R2

11-L1

12-L1

12-L3

12-L4

12-L5

12-R1

12-R2

12-R3

12-L6

13-R1

13-L1
13-L2

13-R2 13-R3

13-R4

14-L1
14-L2

14-R2 14-R1

15-L1

15-L2

15-L3
15-R1

16-R1

16-R5
16-L1

16-R2 16-L2

16-R3
16-L3

17-L0

16-R4

17-R1

17-L1

17-L2

17-R2

17-R3

18-R1

18-L1

18-R2

18-L2

18-L3

様式－１　　氾濫ブロック分割図（２／４）
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18-R2

14-L1

14-L2

14-R2

14-R1

15-L1

15-R1

15-L2

15-L3

16-R1

16-R5

16-L1 16-L2

16-R2

16-R3

16-L3

17-L0

16-R4

17-R1

17-L1

17-L2

17-R2

17-R3

18-R1

18-L118-L2

18-L3

18-L4

19-L1

19-L2

18-R3
19-R1

19-L3

19-R2

19-L4
20-L1

20-R1

20-R2

20-L2

20-L3

20-R3

21-L1

21-R1

21-L2

21-L3

21-R2

21-R3

30-R2

30-R3

30-R4

30-R5

30-L4

30-L3

30-L5

30-L2

22-R1 22-R2

22-L1

22-R3

22-R4
22-R5

22-R6

22-L3

22-L2

23-L1

23-L2 23-R1

23-L3

23-R2
23-L4

23-L5

23-R323-R4
24-L1

24-R1

24-R2

25-R1

24-L2

25-L1

様式－１　　氾濫ブロック分割図（３／４）
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23-L1

23-L2

23-L3

23-R1

23-R2
23-L4

23-R3

23-L5

23-R4
24-L1

24-R1

24-L2

24-R2

25-R1
25-L1

25-L2

25-R2

26-R1

26-R2

26-L1

27-L1

27-R1

27-R2

27-L2

27-R3

28-R1

28-L2

28-L1

28-L3

28-R2

28-R3

28-R4

29-R1

28-L4

29-L1

様式－１　　氾濫ブロック分割図（４／４）
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江の川直轄河川改修事業

〔島根県への意見照会と回答〕

103



104



（別紙）

【河川事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

江の川直轄河川改修事業 継続

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（原案）を作成するためのものです。
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江の川直轄河川改修事業

〔広島県への意見照会と回答〕

108



109



（別紙）

【河川事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

江の川直轄河川改修事業 継続

芦田川総合水系環境整備事業 継続

【道路事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

一般国道２号　西広島バイパス 継続

【港湾事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業

継続

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（原案）を作成するためのものです。
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